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研究要旨 

 生活習慣病の一次予防に向けた諸政策の中でも、タバコ税増税の効果に関して経済分析を行っ

た。本研究では、政策評価のための「差分の差分法」を用いて、製品選択や購買量への変化がある

かどうかについて検証を行った。インテージ社による消費者購買データを使って、2013 年から 2014

年にかけてのおよそ２万人の喫煙者のタバコ購買行動に関する観察データ分析を行い、増税による

製品の切り替えや代償行動を誘発することがなかったことを発見した。一方、購買本数が減少する

ことは短期的であり、増税前の備蓄と関連していることを確認した。この点で、増税は喫煙を減ら

すための万能薬ではなく、屋内禁煙や製品の入手制限など、喫煙量を長期的に減らすことができる

可能性をもった政策も選択肢の一つである。本研究の結果は、日本におけるたばこ政策の研究、お

よび今後の効果的な政策のための重要な基礎的根拠を提供するものである。 

Ａ．研究目的 

非感染性疾患は生活習慣に起因すること

が良く知られている。従って非感染性疾患

の一次予防では生活習慣の改善を目的とす

ることが多い。中でも、喫煙、飲酒、食

事、運動習慣といった健康行動の変容が重

要とされている。 

喫煙抑制のために世界中であらゆる政策

介入が行われている。中でも、課税は喫煙

を減らすための一般的で費用対効果の高い

政策と考えられている[1]。 その一方、こ

れらの増税政策の効果は短期的には大きい

ものの、長期的には必ずしも効果が持続し

ないことが分かっている。また、従来研究

では、喫煙者は購入本数の減少によるニコ

チン含有量の低下を補うために、よりニコ

チンの高い製品に切り替える傾向がある[2-

4]。しかし、増税による製品転換に関する

エビデンスは少ない。したがって、より精

密的な規制政策の考案は重要である。 

本研究の目的は、消費者の製品選択およ

びタバコ消費に及ぼす課税の影響である。

日本のタバコ市場は、商品の種類は豊富で

あるが、価格は政府によって規制されてお

り、商品間の価格差はほとんどない。さら

に、日本のたばこ需要の価格弾力性は-

0.5、喫煙率の価格弾力性は-0.1 としてい

る[2]。日本のタバコ市場の文脈では、消費

者製品転換の問題を再検証する必要があ

る。したがって本研究では、こうした背景

をもとに、増税に伴う製品切り替えを明ら

かにし、購買行動の変化を検証する。 

Ｂ．研究方法 

タバコの購買行動を分析するため、イン

テージ社による消費者購買データを分析す

る。このデータは全国からおよそ 7 万 5 千

人の消費者が自宅消費のために購入した食

品・嗜好品等についてホームスキャナーに

よって記録したデータであり、本データに
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はおよそ１万 5 千人程度のタバコ製品購入

者が含まれる。本研究では、2013 年から

2014 年までの月次データを用いる。この期

間は、2014 年 4 月の消費税増税を含んでい

る。2013 年と 2014 年の消費行動をそれぞ

れ処置群と対照群と見做し、4 月の増税前

後の月に、個人の商品選択と消費にどのよ

うな違いが出たかを差の差の方法

（Difference in differences）を用いて分

析する。効果の推定は回帰分析により行っ

た。 

lnሺ𝑌௜௧ሻ ൌ 𝛼 ൅ 𝛽𝑫ఛ,௜௧ ൅ 𝛾𝑋௜௧ ൅ 𝜃௧ ൅ 𝜇௜ ൅ 𝜀௜௧   

𝑌௜௧は消費者 i による t 月における製品選択

もしくは購買量を表す。β によって増税の

効果が推定される。コントロール変数には

消費者個人の性別、年齢、学歴等を入れて

いる。個人と月の固定効果をそれぞれ変数

として加えた分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 一次データを扱う研究ではなく、特段の

配慮は要しない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．製品選択への効果 

図１に示された通り、増税によって影響を

受けた消費者（処置群）と影響を受けなか

った同消費者（対照群）との間で、2013 年

は 2014 年に比べてタール・ニコチン含有量

（製品パッケージ記載に拠る）の多い製品

を選んでおり、この差は増税の影響でも変

わらなかった。回帰分析では、４月以降で

「処置群」が購入したタバコ製品の一本あ

たりのタール量・ニコチン量が変わらない

ことが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

図１ . Product choice before and after the tax increase in April 
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２．購買量への効果 

図２に購買量の変化を示した。「処置群」

（2014 年）の消費者は「対照群」の消費者

（2013 年）と比較して、増税 1 ヶ月前の 3

月まで購入量に有意な差はなかった。「処置

群」の消費者は、増税前の 3 月におよそ

100 本分購入量が上がったことが分かっ

た。3 月の備蓄を経て 4 月に購買量が低迷

したが、徐々に増税前の購入量に戻してい

ることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

図２ . Cigarette consumption before and after the tax increase in April 

 

Ｄ．考察 

本分析では、2014 年消費税の引き上げによ

って、タバコ購入者の商品選択と購買量が

どのような影響を受けたかを分析した。そ

の結果、購買量に対して短期的に政策的効

果が見られたが、この効果は増税前の備蓄

行動と関連していた。また、増税後にター

ル・ニコチンの高いタバコ製品への切り替

えが行われず、健康への悪影響は変わらな

いという報告がある。この切り替えがなか

った点で従来研究とは対照的である。タバ

コ製品は商品間の価格差が固定的で僅かな

ため、増税してもこの差は縮小も拡大もせ

ず、消費者が商品選択を変えるインセンテ

ィブが無いことが、この結果の理由として

考えられる。また、昨年の研究結果でも明

らかになったように、消費者は慣れ親しん

だ商品を選ぶ傾向がある。したがって、増

税は製品切り替えや代償行動を誘発するも

のではなかった。 
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E. 結論

喫煙抑制政策として課税が消費者の製品選

択を変えるかどうかを検証し、先行研究と

は異なるエビデンスを得た。一方で、こう

した行動の変化が起きるメカニズムについ

ては未解明な部分が多く、継続研究が必要

である。 
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